
［要 旨］
本稿は日本の大学に在学している学生を対象としたアンケート調査の結果をまとめたものであ

る。本研究で使用したアンケートは，学生たちの18の項目に対する賛成あるいは反対の程度を調
査したものであり，これまでに租税逋脱i の倫理性を論証する多くの先行研究で利用されてきた。
調査の結果，租税逋脱の倫理性に対して否定的な意見が強かったが，一部の項目に限り，租税逋
脱を強く否定するものではなかった。租税逋脱が最も許容されたのは，税金の大部分が悪徳政治
家またはその家族と友人たちのポケットに巻き上げられる場合，税制度が不公平である場合，税
金の大部分が浪費されている場合，政府が政治的な主張を理由に人々を監禁する場合，そして，
税率が高すぎる場合であった。今回の調査では性別および宗教による意見の違いについて有意な
差が得られなかったが，一部の項目に限定して年齢による意見の違いについて有意な差が得られ
た。
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1 はじめに

租税逋脱の倫理性に関してこれまでに多くの先行研究が行われた。しかし，その多くは経済

または財政の視点によるものである。また，その多くは，租税逋脱の違法性を理由に，租税納

付は倫理的であり，租税逋脱は非倫理的であると考える。日本においては，租税逋脱の倫理性

に関する先行研究はほとんど行われていない。その理由は，おそらく日本では租税逋脱を非倫

理的であると考えられていることにあるii。すなわち，課税は民主主義の場合に常に正当であ

るという前提がそこにあると思われる。しかしながら，歴史と先行研究はこの前提を揺るがす

ことになった。租税逋脱はある特定の状況においては正当である可能性について激しい議論が

行われてきた。

〔論 説〕

i 租税逋脱（Tax Evasion）は「脱税」と呼ばれることもあるが，本稿は租税回避（Tax Avoidance）と対照
させる意味で「租税逋脱」と呼ぶことにする。また，アンケートの中では「脱税」を使用することとした。

ii 日本では，租税回避の倫理性に関する研究は行われているが，租税逋脱に関する研究はほとんど行われてい
ない。
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McGee（2012）は，租税逋脱の倫理性に関して4つの考え方があると指摘する。1つ目の

考え方は，租税逋脱は常に非倫理的である。2つ目の考え方は，租税逋脱は常に倫理的である。

そして，3つ目の考え方は，租税逋脱はある状況においてのみ倫理的である。最後に，4つ目

の考え方は，租税逋脱に対する肯定的義務がある。もし1つ目の考え方が正しいのであれば，

ユダヤ人はナチ政府に対して，彼らを死の収容所に送るために使う電車のコストを負担する義

務があると主張することができた（McGee, 2012）。勿論，そのようなことは非合理的である。

しかしながら，そのような状況を想定することにより，ある状況に限って租税逋脱は倫理的で

ある可能性を示している。

われわれは日本のビジネス系の学生たちの租税逋脱の倫理性に対する意見を明らかにするた

めに，これまでに租税逋脱を正当化するために使用された18項目を含めたアンケートを日本語

に翻訳し，調査を実施した。

2 調査方法

われわれは租税逋脱の倫理性に対する意見を調査するために，アンケートを経営学部に在学

している学生グループに配布した。このグループが選ばれた理由は，彼らは会計，ビジネス，

経済，法律について勉強しており，将来は日本のビジネスに係わる人材になると予想できるか

らである。

このアンケートは1から7までの数字で答える方式を採用し，18の項目を含めている。回答

者たちは各項目の内容に対して彼らの同意または反対の度合いを表すために，提供されたス

ペースに適切と思う数字を記入するように求められた。この18の項目は過去の500年間の間に

租税逋脱を正当化するために使用された15の項目（Crowe, 1944）に，人権の理由による3つ

の項目をプラスしたものである。

3 調査結果

アンケート調査の結果を以下のとおりまとめた。

3．1 回答者構成

表1は回答者の構成を示したものである。回答者の全員は大学に在学している学生であり，

その約4分の1は女性である。また，ほぼ90％の回答者は主にビジネスと経済を専攻する学生
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表1 回答者の構成
＃ ％ ＃ ％

性別 専攻
男性 107 69．5 会計 9 5．8
女性 38 24．7 ビジネス／経済 137 89．0
不明 9 5．8 その他／不明 8 5．2
合計 154 100．0 合計 154 100．0

宗教 年齢
仏教 80 52．0 21歳未満 84 54．5
不特定 67 43．5 21歳以上 67 43．5
その他 7 4．5 不明 3 2．0
合計 154 100．0 合計 154 100．0

であり，わずか5．8％の回答者は主に会計を専攻する学生である。そして，半分以上の回答者

は21歳未満の学生であり，約43％は21歳以上の学生である。さらに，仏教徒の回答者はサンプ

ルの52％を占め，約43％の回答者の宗教は不特定である。われわれは性別，宗教および年齢に

よる意見の違いを明かにするために，データを分析した。また，主要な専攻については，ビジ

ネスと経済に集中していたため，分析するのに必要なサンプルは十分ではなかった。

表2はアンケートの中で使用した18の項目の内容，各項目の平均値および総平均値を示して

いる。全体の平均値は4．25であり（1～7の範囲），これは租税逋脱に対して，いくらかの支

持があったことを示している。

3．2 回答結果の順位

表3は租税逋脱を支持する最も強い項目から最も弱い項目へと並べたものである。具体には，

最も強い項目の平均値は3．55であり，最も弱い項目の平均値は4．96であった。租税逋脱を最も

支持したのは，徴税によって集められたお金のかなりの部分が悪徳政治家またはその家族と友

人たちのポケットに巻き上げられる場合である。それにつづき，税制度が不公平である場合，

徴税によって集められたお金の大部分が浪費されている場合，政府が人々の政治的な意見を理

由にその人々を監禁する場合，そして，税率が高すぎる場合である。この5つの項目の平均値

のすべては4．0よりも低く，これらの状況においては租税逋脱を比較的支持する意見があった

ことを意味する。残りの13の項目は4．0から5．0までの平均値が付けられていた。一方，租税逋

脱は最も支持を得られなかったのは，徴税によって集められたお金の大部分が賢く使われる場

合である。それにつづき，脱税者の不支払によって，他の人たちはその分多く税金を支払わな
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表2 回答結果の要約
項目番号 内容 平均値
1 税率が高すぎる場合，脱税は倫理的である。 3．98
2 政府にはそれが徴収する税金ほどの金額を取る権利がない場合，たとえ税率が

あまり高くないとしても，脱税は倫理的である。
4．10

3 税制度が不公平である場合，脱税は倫理的である。 3．56
4 徴税によって集められたお金の大部分が浪費されている場合，脱税は倫理的で

ある。
3．62

5 たとえ徴税によって集められたお金の大部分が賢く使われるとしても，脱税は
倫理的である。

4．96

6 徴税によって集められたお金の大部分が恐らく脱税者の賛成しないプロジェク
トに使われる場合，その脱税は倫理的である。

4．22

7 たとえ徴税によって集められたお金の大部分が価値のある使われたとしても，
脱税は倫理的である。

4．67

8 徴税によって集められたお金の大部分が脱税者に利益を与えないプロジェクト
に使われる場合，脱税は倫理的である。

4．19

9 たとえ納税によって集められたお金の大部分が脱税者に利益を与えるプロジェ
クトに使われるとしても，その脱税は倫理的である。

4．89

10 すべての人が脱税をしている場合，脱税は倫理的である。 4．25
11 徴税によって集められたお金のかなりの部分が悪徳政治家またはその家族と友

人たちのポケットに巻き上げられる場合，脱税は倫理的である。
3．55

12 脱税しても捕まる確率が低い場合，脱税は倫理的である。 4．78
13 税金の一部が脱税者の考える不正な戦争を支援するために使われる場合，脱税

は倫理的である。
4．20

14 脱税者には税金を支払う余裕がない場合，その脱税は倫理的である。 4．00
15 たとえ脱税者の不支払によって，他の人たちはその分多く税金を支払わなけれ

ばならないことを意味していても，脱税は倫理的である。
4．90

16 ナチのドイツに住むユダヤ人であった場合，その脱税は倫理的であろう。 4．46
17 政府が宗教，人種あるいは民族的な背景を理由に不利に脱税者を差別する場合，

その脱税は倫理的である。
4．35

18 政府が人々の政治的な意見を理由にその人々を監禁する場合，その人たちの脱
税は倫理的である。

3．89

総平均値 4．25
1＝強い同意；7＝強い反対
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表3 回答結果の順位
順位 内容 平均値
1 徴税によって集められたお金のかなりの部分が悪徳政治家またはその家族と友

人たちのポケットに巻き上げられる場合，脱税は倫理的である。
3．55

2 税制度が不公平である場合，脱税は倫理的である。 3．56
3 徴税によって集められたお金の大部分が浪費されている場合，脱税は倫理的で

ある。
3．62

4 政府が人々の政治的な意見を理由にその人々を監禁する場合，その人たちの脱
税は倫理的である。

3．89

5 税率が高すぎる場合，脱税は倫理的である。 3．98
6 脱税者には税金を支払う余裕がない場合，その脱税は倫理的である。 4．00
7 政府にはそれが徴収する税金ほどの金額を取る権利がない場合，たとえ税率が

あまり高くないとしても，脱税は倫理的である。
4．10

8 徴税によって集められたお金の大部分が脱税者に利益を与えないプロジェクト
に使われる場合，その脱税は倫理的である。

4．19

9 税金の一部が脱税者の考える不正な戦争を支援するために使われる場合，脱税
は倫理的である。

4．20

10 徴税によって集められたお金の大部分が恐らく脱税者の賛成しないプロジェク
トに使われる場合，その脱税は倫理的である。

4．22

11 すべての人が脱税をしている場合，脱税は倫理的である。 4．25
12 政府が宗教，人種あるいは民族的な背景を理由に不利に脱税者を差別する場合，

その脱税は倫理的である。
4．35

13 ナチのドイツに住むユダヤ人であった場合，その脱税は倫理的であろう。 4．46
14 たとえ徴税によって集められたお金の大部分が価値のあるプロジェクトに使わ

れたとしても，脱税は倫理的である。
4．67

15 脱税しても捕まる確率が低い場合，脱税は倫理的である。 4．78
16 たとえ納税によって集められたお金の大部分が脱税者に利益を与えるプロジェ

クトに使われるとしても，その脱税は倫理的である。
4．89

17 たとえ脱税者の不支払によって，他の人たちはその分多く税金を支払わなけれ
ばならないことを意味していても，脱税は倫理的である。

4．90

18 たとえ徴税によって集められたお金の大部分が賢く使われるとしても，脱税は
倫理的である。

4．96

1＝強い同意；7＝強い反対
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表4 スコアの範囲
項目

内容 平均値
割合（％）

番号 1－2 3－5 6－7
1 税率が高すぎる場合，脱税は倫理的である。 3．98 22．1 56．5 21．4
2 政府にはそれが徴収する税金ほどの金額を取る権利がない

場合，たとえ税率があまり高くないとしても，脱税は倫理
的である。

4．10 18．2 59．1 22．7

3 税制度が不公平である場合，脱税は倫理的である。 3．56 31．8 50．6 17．5
4 徴税によって集められたお金の大部分が浪費されている場

合，脱税は倫理的である。
3．62 33．1 50．0 16．9

5 たとえ徴税によって集められたお金の大部分が賢く使われ
るとしても，脱税は倫理的である。

4．96 9．7 41．6 48．7

6 徴税によって集められたお金の大部分が恐らく脱税者の賛
成しないプロジェクトに使われる場合，その脱税は倫理的
である。

4．22 17．5 55．8 26．6

7 たとえ徴税によって集められたお金の大部分が価値のある
プロジェクトに使われたとしても，脱税は倫理的である。

4．67 14．3 46．1 39．6

8 徴税によって集められたお金の大部分が脱税者に利益を与
えないプロジェクトに使われる場合，その脱税は倫理的で
ある。

4．19 17．8 57．9 24．3

9 たとえ納税によって集められたお金の大部分が脱税者に利
益を与えるプロジェクトに使われるとしても，その脱税は
倫理的である。

4．89 9．2 50．3 40．5

10 すべての人が脱税をしている場合，脱税は倫理的である。 4．25 20．9 48．4 30．7
11 徴税によって集められたお金のかなりの部分が悪徳政治家

またはその家族と友人たちのポケットに巻き上げられる場
合，脱税は倫理的である。

3．55 40．5 35．9 23．5

12 脱税しても捕まる確率が低い場合，脱税は倫理的である。 4．78 12．5 46．1 41．4
13 税金の一部が脱税者の考える不正な戦争を支援するために

使われる場合，脱税は倫理的である。
4．20 22．2 47．7 30．1

14 脱税者には税金を支払う余裕がない場合，その脱税は倫理
的である。

4．00 20．9 57．5 21．6

15 たとえ脱税者の不支払によって，他の人たちはその分多く
税金を支払わなければならないことを意味していても，脱
税は倫理的である。

4．90 9．8 48．4 41．8

16 ナチのドイツに住むユダヤ人であった場合，その脱税は倫
理的であろう。

4．46 13．7 54．9 31．4

17 政府が宗教，人種あるいは民族的な背景を理由に不利に脱
税者を差別する場合，その脱税は倫理的である。

4．35 16．3 52．9 30．7

18 政府が人々の政治的な意見を理由にその人々を監禁する場
合，その人たちの脱税は倫理的である。

3．89 24．2 54．2 21．6

1＝強い同意；7＝強い反対
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ければならないことを意味する場合，そして，徴税によって集められたお金の大部分が脱税者

に利益を与えるプロジェクトに使われる場合である。

われわれはナチのドイツに住むユダヤ人の場合の順位を注目した。その平均値は4．46であ

り，13位にランクしたiii。これは，政府が宗教，人種あるいは民族的な背景を理由に不利に脱

税者を差別する場合，さらに，すべての人が脱税をしている場合よりも低い順位である。

3．3 スコアの範囲

表4は各項目の平均値を3つのカテゴリーに分けたものである。

1－2 租税逋脱に対して僅かな反対

3－5 租税逋脱に対して穏やかな反対

6－7 租税逋脱に対して強い反対

その結果，18項目のうちの16項目については「租税逋脱に対して穏やかな反対」に当てはま

るスコアの割合が大きいという結果となった。また，「租税逋脱に対して僅かな反対」のカテ

ゴリーの中に最も高い割合を占めたのは，徴税によって集められたお金のかなりの部分が悪徳

政治家またはその家族と友人たちのポケットに巻き上げられる場合である。ちなみに，同様な

アンケートを哲学の専門家を対象に実施した別の調査では，18項目のうちの15項目が「租税逋

脱に対して強い反対」のカテゴリーに当てはまるスコアの割合が大きいという結果であった

（McGee, 2012 c）。

4 性別による意見の違い

性別は社会学の論文の中でよく使われる変数であり，多くの先行研究は性別と倫理観の間に

ある関連性を調べた。一部の研究は，女性は男性より倫理性が高いと結論付けた（Mason and

Mudrack, 1996; Singhapakdi, Vitell, and Franke, 1999; Beu, Buckley, and Harvey, 2003）。また，

別の研究は，倫理に関する性別による統計的有意な差が認められなったと結論づけた

（Dubinsky and Levy, 1985; Babakus, Cornwell, Mitchell, and Schlegemilch, 2004; McCabe,

Ingram, and Dato-on, 2006; Kidwell, Stevens and Bethke, 1987）。さらに，一部の研究は，男性

は女性より倫理性が高いと結論づけた（Barnett and Karson, 1987; Weeks et al., 1999）。

iii このアンケートを使った他の研究では，この項目は中国では第2位にランクし，アメリカでは第1位をラン
クした（McGee, Yoon, and Li, 2015）。

租税逋脱の倫理性に関する実証的研究

41



表5 男性と女性の平均値の比較
項目

内容 平均値
性別の平均 比較

番号 男性 女性 男性 女性
1 税率が高すぎる場合，脱税は倫理的である。 3．98 4．04 3．84 0．20
2 政府にはそれが徴収する税金ほどの金額を取る権

利がない場合，たとえ税率があまり高くないとし
ても，脱税は倫理的である。

4．10 4．09 4．13 0．04

3 税制度が不公平である場合，脱税は倫理的である。3．56 3．51 3．68 0．17
4 徴税によって集められたお金の大部分が浪費され

ている場合，脱税は倫理的である。
3．62 3．57 3．74 0．17

5 たとえ徴税によって集められたお金の大部分が賢
く使われるとしても，脱税は倫理的である。

4．96 5．10 4．68 0．42

6 徴税によって集められたお金の大部分が恐らく脱
税者の賛成しないプロジェクトに使われる場合，
その脱税は倫理的である。

4．22 4．20 4．45 0．25

7 たとえ徴税によって集められたお金の大部分が価
値のあるプロジェクトに使われたとしても，脱税
は倫理的である。

4．67 4．70 4．82 0．12

8 徴税によって集められたお金の大部分が脱税者に
利益を与えないプロジェクトに使われる場合，脱
税は倫理的である。

4．19 4．31 3．89 0．42

9 たとえ納税によって集められたお金の大部分が脱
税者に利益を与えるロジェクトに使われるとして
も，その脱税は倫理的である。

4．89 4．97 4．66 0．31

10 すべての人が脱税をしている場合，脱税は倫理的
である。

4．25 4．33 3．97 0．36

11 徴税によって集められたお金のかなりの部分が悪
徳政治家またはその家族と友人たちのポケットに
巻き上げられる場合，脱税は倫理的である。

3．55 3．41 3．84 0．43

12 脱税しても捕まる確率が低い場合，脱税は倫理的
である。

4．78 4．85 4．68 0．17

13 税金の一部が脱税者の考える不正な戦争を支援す
るために使われる場合，脱税は倫理的である。

4．20 4．18 4．21 0．03

14 脱税者には税金を支払う余裕がない場合，その脱
税は倫理的である。

4．00 3．94 4．21 0．27

15 たとえ脱税者の不支払によって，他の人たちはそ
の分多く税金を支払わなければならないことを意
味していても，脱税は倫理的である。

4．90 5．08 4．58 0．50

16 ナチのドイツに住むユダヤ人であった場合，その
脱税は倫理的であろう。

4．46 4．38 4．66 0．28

17 政府が宗教，人種あるいは民族的な背景を理由に
不利に脱税者を差別する場合，その脱税は倫理的
である。

4．35 4．29 4．42 0．13

18 政府が人々の政治的な意見を理由にその人々を監
禁する場合，その人たちの脱税は倫理的である。

3．89 3．71 4．24 0．53

総平均値 4．25 4．26 4．26
1＝強い同意；7＝強い反対
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表6 統計データ（性別）
項目 男性 女性
番号 サンプル数 平均値 SD サンプル数 平均値 SD P 値
1 107 4．04 1．91 38 3．84 1．50 0．5721
2 107 4．09 1．82 38 4．13 1．34 0．9066
3 107 3．51 1．91 38 3．68 1．57 0．6244
4 107 3．57 1．79 38 3．74 1．62 0．6161
5 107 5．10 1．81 38 4．68 1．62 0．2146
6 107 4．20 1．89 38 4．45 1．25 0．4508
7 107 4．70 1．91 38 4．82 1．68 0．7450
8 105 4．31 1．89 38 3．89 1．41 0．2013
9 106 4．97 1．85 38 4．66 1．32 0．3289
10 106 4．33 2．05 38 3．97 1．83 0．3094
11 106 3．41 2．28 38 3．84 1．86 0．2921
12 107 4．85 1．96 38 4．68 1．73 0．6462
13 107 4．18 2．04 38 4．21 1．73 0．9496
14 107 3．94 1．82 38 4．21 1．52 0．4233
15 107 5．08 1．83 38 4．58 1．48 0．1301
16 107 4．38 1．86 38 4．66 1．40 0．4114
17 107 4．29 1．94 38 4．42 1．66 0．7130
18 107 3．71 1．84 38 4．24 1．72 0．1282
総平均値 4．26 4．26

表5は性別による平均値を比較したものである。表5で示しているとおり，18項目のうちの

11項目において，女性は男性よりも高い平均値が付けられている。そして，18項目のうちの7

項目において，男性は女性よりも高い平均値が付けられている。しかしながら，両者全体の総

平均値はともに4．26であり，その差が見られなかった。

表6は性別による意見の違いを分析した統計データを示したものである。今回の調査では18

項目のうち11項目において，女性は男性に比べて，より租税逋脱に反対する結果となった。し

かし，それらは統計的に有意な結果ではなかった。

5 宗教による意見の違い

表7は宗教による意見の違いを分析した統計データを示したものである。18項目のうち，12

の項目においては，仏教徒の回答者は宗教を特定しない回答者よりも高い平均値が付けられて

いる。そして，18項目のうち，6の項目においては，宗教を特定しない回答者は仏教徒の回答
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表7 統計データ（宗教）
項目 仏教 不特定
番号 サンプル数 平均値 SD サンプル数 平均値 SD P 値
1 80 4．19 1．75 67 3．75 1．89 0．1473
2 80 4．09 1．66 67 4．15 1．75 0．8279
3 80 3．68 1．81 67 3．45 1．84 0．4557
4 80 3．69 1．66 67 3．64 1．80 0．8738
5 80 5．04 1．77 67 4．81 1．78 0．4354
6 80 4．06 1．78 67 4．34 1．72 0．3373
7 80 4．90 1．81 67 4．49 1．90 0．1899
8 80 4．25 1．72 65 4．06 1．85 0．5185
9 80 5．06 1．56 66 4．73 1．91 0．2385
10 80 4．49 1．77 66 4．08 2．14 0．2033
11 80 3．61 2．19 66 3．50 2．14 0．7556
12 80 5．18 1．63 65 4．32 2．12 0．0061＊＊

13 80 4．28 1．95 66 4．12 2．07 0．6436
14 80 3．93 1．57 66 3．98 1．96 0．8369
15 80 5．09 1．70 66 4．70 1．88 0．1843
16 80 4．46 1．84 66 4．56 1．61 0．7315
17 80 4．29 1．79 66 4．44 2．02 0．6284
18 80 3．86 1．73 66 3．94 2．00 0．8027
総平均値 4．34 4．17

者よりも高い平均値が付けられている。このうち，12番目の項目の P 値は1％水準（0．0061）

で有意であった。この1項目に限って，仏教徒の回答者は宗教を特定しない回答者より有意に

倫理性が高い結果となった。

6 年齢による意見の違い

一部の先行研究は，年齢を重ねるにつれて人間の倫理性が高くなることを発見した。例えば，

Ruegger and King（1992）は，ビジネス専攻の学生たちを対象にアンケート調査を行い，年齢

を重ねるにつれて倫理性が高くなることを明らかにした。また，Gupta and McGee（2010）は，

オーストアリア，ニュージーランドおよびアメリカでアンケート調査を実施し，年齢の高い人

はより租税逋脱に反対することを明かにした。

表8は年齢による意見の違いを分析した統計データを示したものである。そこにおいては，

サンプル数，平均値，各項目の標準偏差を示している。また，2つのサンプルを比較した P
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表8 統計データ（年齢）
項目 21歳未満 21歳以上
番号 サンプル数 平均値 SD サンプル数 平均値 SD P 値
1 84 4．54 1．69 67 3．28 1．78 ＜0．0001＊＊＊＊

2 84 4．42 1．58 67 3．70 1．75 0．0086＊＊

3 84 3．98 1．81 67 3．06 1．71 0．0020＊＊

4 84 3．86 1．59 67 3．33 1．83 0．0614
5 84 5．07 1．74 67 4．82 1．81 0．3932
6 84 4．39 1．70 67 3．99 1．82 0．1609
7 84 4．98 1．85 67 4．28 1．83 0．0236＊

8 82 4．18 1．88 67 4．16 1．64 0．9477
9 83 4．93 1．71 67 4．85 1．72 0．7813
10 83 4．22 1．97 67 4．24 2．00 0．9461
11 83 3．70 2．28 67 3．31 2．02 0．2810
12 84 4．88 1．89 66 4．65 1．97 0．4663
13 84 4．05 2．04 67 4．39 1．81 0．2895
14 84 4．06 1．68 67 3．91 1．82 0．6045
15 84 5．06 1．76 67 4．72 1．73 0．2363
16 84 4．60 1．76 67 4．30 1．66 0．2958
17 84 4．40 1．89 67 4．27 1．87 0．6612
18 84 3．61 1．76 67 4．21 1．87 0．0456＊

総平均値 4．38 4．08

表9 21歳未満の学生たちが有意により租税逋脱を反対する項目
項目番号 内容
1 税率が高すぎる場合
2 たとえ税率があまり高くないとしても政府にはそれが徴収する税金ほどの金額を取る権

利がない場合
3 税制度が不公平である場合
7 徴税によって集められたお金の大部分が価値のあるプロジェクトに使われた場合

値もそこに示されている。表8から分かるように，18項目のうち，5項目の P 値は統計的に

有意である。そのうち，4つの項目においては21歳未満の学生たちは有意により租税逋脱をよ

り反対し，1つの項目においてはその逆である。21歳未満の学生が有意により租税逋脱を反対

する4つの項目の内容を一覧表にしたのは表9である。
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7 おわりに

本稿は日本で行った18項目のアンケート調査の結果をまとめたものである。今回のアンケー

ト調査の回答者のほとんどは主にビジネスと経済を専攻する学生であったため，専攻による意

見の違いを分析するための十分なサンプル数を得ることができなかった。

調査の結果，租税逋脱は最も支持を得たのは，徴税によって集められたお金のかなりの部分

が悪徳政治家またはその家族と友人たちのポケットに巻き上げられる場合，税制度が不公平で

ある場合，および税金の大部分が浪費されている場合であった。また，ナチのドイツに住むユ

ダヤ人の場合は13位にランクし，同様な調査研究の結果に比べて，非常に低い順位であること

が明かになった。その理由として考えられるのは，ヨーロッパおよび北米においては第2次世

界大戦中のユダヤ人により同情的であることがある。そして，18項目の平均値は，「租税逋脱

に対して穏やかな反対」のカテゴリーに入るものが最も多かった。さらに，われわれは回答者

の性別，宗教および年齢による意見の違いを明らかにするためにデータを分析した。その結果，

性別による意見の違いについて，有意な差が見られなかった。また，宗教による意見の違いに

ついて，18項目のうちの1項目においては，仏教徒の回答者が宗教を特定しない回答者より倫

理性が高いという有意な差が認められた。さらに，年齢による意見の違いについて，18項目の

うち，4項目においては21歳未満の回答者が21歳以上の回答者より倫理性が高く，そして，1

つの項目においてはその逆であった。この結果は年齢を重ねるにつれて人間の倫理性が高くな

るという先行研究の結果と一致しなかった。しかしながら，今回の調査は大学に在学している

学生たちを対象としたが，調査対象を変更することで異なる結果につながる可能性は十分にあ

るといえる。
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